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JP モルガン証券株式会社 

2021 年 3 月決算公告 

 

 

 

 

（単位：百万円）

金　　額 金　　額

流動資産 9,781,408 流動負債 9,533,409

現金及び預金 50,275 トレーディング商品 1,551,850

預託金 2,565 商品有価証券等 1,435,485

トレーディング商品 4,006,061 デリバティブ取引 116,365

商品有価証券等 3,955,804 有価証券担保借入金 4,190,247

デリバティブ取引 50,256 有価証券貸借取引受入金 1,524,105

約定見返勘定 89,181 現先取引借入金 2,666,142

有価証券担保貸付金 5,152,493 預り金 516

借入有価証券担保金 2,816,676 受入保証金 35,659

現先取引貸付金 2,335,817 有価証券等受入未了勘定 3,658

立替金 4,011 短期借入金 3,723,591

短期差入保証金 203,324 前受金 243

有価証券等引渡未了勘定 43,819 前受収益 22

短期貸付金 147,809 未払金 4,518

前払費用 516 未払費用 21,642

未収入金 11,734 未払法人税等 297

未収消費税等 494 賞与引当金 1,153

未収収益 61,817 その他 6

未収還付法人税等 7,304

固定資産 7,001 固定負債 7,920

有形固定資産 4,610 賞与引当金 754

建物附属設備 2,321 繰延税金負債 5,108

器具・備品 2,289 その他 2,057

無形固定資産 9

ソフトウェア 9 特別法上の準備金 6,164

投資その他の資産 2,382 金融商品取引責任準備金 6,164

投資有価証券 503

長期差入保証金 215

敷金 1,001 9,547,495

前払年金費用 607

その他 53 株主資本 240,915

資本金 73,272

資本剰余金 71,280

資本準備金 71,280

利益剰余金 96,362

その他利益剰余金 96,362

　繰越利益剰余金 96,362

240,915

9,788,410 9,788,410

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表貸　借　対　照　表貸　借　対　照　表貸　借　対　照　表

（2021年３月31日現在）

科　　　　目 科　　　　目

資産合計

（資産の部） （負債の部）

負債合計

（純資産の部）

純資産合計

負債・純資産合計
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（単位：百万円）

営業収益 80,807

受入手数料 73,115

トレーディング損益 △ 57,218

金融収益 64,910

金融費用 2,894

77,913

販売費及び一般管理費 55,708

22,205

営業外収益

雑収入 55

為替差益 89 144

営業外費用

固定資産除却損 70

雑損 12 82

22,267

特別損失

金融商品取引責任準備金繰入れ 755 755

21,511

法人税、住民税及び事業税 3,094

法人税等調整額 3,971 7,066

14,445

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

損　益　計　算　書損　益　計　算　書損　益　計　算　書損　益　計　算　書

2020年４月１日から

科　　　　目

2021年３月31日まで

当期純利益

金　　額

純営業収益

営業利益

経常利益

税引前当期純利益
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個個個個    別別別別    注注注注    記記記記    表表表表 

    

 当社の計算書類及びその附属明細書は、「会社計算規則」（平成 18 年２月７日法務省令第 13 号）の他、「金

融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年８月６日内閣府令第 52 号）、「有価証券関連業経理の統一に

関する規則」（昭和 49 年 11 月 14 日日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

１．１．１．１．    継続企業の前提継続企業の前提継続企業の前提継続企業の前提に関する注記に関する注記に関する注記に関する注記        

 

該当する事項はありません。 

 

２．２．２．２．    重要な重要な重要な重要な会計方針会計方針会計方針会計方針に係る事項に関する注記に係る事項に関する注記に係る事項に関する注記に係る事項に関する注記        

    

(1) トレーディングの目的及び範囲 

 当社のトレーディング業務（自己の計算に基づく取引）は、取引所で行う取引は健全な市場機能の発

揮と円滑な委託取引の執行を、取引所以外の取引は公正な価格形成と流通の円滑化を目的とし、顧客

のさまざまなニーズに対応する取引、マーケットメイク取引、自己の計算に係るディーリング業務、各

種リスクを回避するために行うヘッジ取引等を行うものとしております。 

 当社が行うトレーディングの範囲は、有価証券の売買取引、有価証券指数等先物取引、有価証券店頭

デリバティブ取引等であります。 

 

(2) 有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

① トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）等の評価基準及び評価方法 

 トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引等については、時価法（有価証券の

取得原価は、株式については移動平均法、債券については先入先出法により算定）を採用しており

ます。 

 また、金融商品取引所又は金融商品取引清算機関との間で授受する先物取引差金のうち、自己の

ポジションに帰属するものについては、当該差金（引直差金及び更新差金）の授受をもって、当該

先物取引の実現損益として処理しております。 

② トレーディング商品に属さない有価証券の評価基準及び評価方法 

 トレーディング関連以外の有価証券(その他有価証券)については、時価のあるものは、時価をも

って貸借対照表価額とし取得原価（移動平均法により算定）との評価差額を全部純資産直入する方

法を、時価を把握することが極めて困難なものは、移動平均法による原価法を採用しております。 

       

(3) 約定見返勘定の計上基準及び表示方法 

トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引等について、売却及び買付に係る約定

代金相当額を、取引約定日から受渡日までの間、約定見返勘定として計上しております。 

また、貸借対照表の表示方法として、借方金額と貸方金額を相殺して表示する方法を採用しており

ます。 

 

(4) デリバティブ取引の相殺表示 

法的に有効なマスターネッティング契約を有する同一相手先に対するデリバティブ取引については、

金融資産と金融負債を相殺して表示しております。 

 

(5) 先物取引証拠金の計上基準 

先物取引差入証拠金及び先物取引受入証拠金には、金融商品取引所又は金融商品取引清算機関への

直接預託を除いた金額を計上しております。 

 

(6) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 建物附属設備は定額法、器具備品は定率法を採用しております。 
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 なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

 建物附属設備 ２年～18 年 

 器具備品 ２年～15 年 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

 

(7) 特別法上の準備金及び引当金の計上基準 

① 金融商品取引責任準備金 

 金融商品取引事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46 条の５の規定に基づき、金融

商品取引業等に関する内閣府令第 175 条の規定に定めるところにより算出した額を計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えるため、及び親会社の運営する株式報酬制度にかかる将来の費

用負担に備えるため、当期に帰属する額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務と年金資産の見込額

に基づき退職給付引当金又は前払年金費用を計上しております。退職給付見込額を当事業年度末ま

での期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。 

 過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

（８年）による定額法により、発生した事業年度から費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）

による定額法により按分額を、それぞれ発生した翌事業年度から費用処理することとしております。 

 

(8) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円換算し、為替差額は損益として処理してお

ります。 

 

(9) 収益及び費用の計上基準 

 当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 平成 30 年３月 30 日）及び「収益

認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 平成 30 年３月 30 日）を適用

しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受

け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

 

(10) 受取配当金の表示方法 

損益計算書上の受取配当金は、発行会社等以外のものから受け取った受取配当金相当額を含み、他

に支払った受取配当金相当額を控除して表示しております。 

 

(11) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。  

 

３．３．３．３．    貸借貸借貸借貸借対照表に対照表に対照表に対照表に関する注記関する注記関する注記関する注記    

    

(1) 担保に供されている資産及び担保に係る債務 

                                        

  

 

（単位：百万円）

被担保債務 担保に供している資産

科目 期末残高 商品有価証券等 計

短期借入金 -           11,746        11,746        

計 -           11,746        11,746        
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（2）差入有価証券等 

① 有価証券等を差し入れた場合等の時価額 

   

② 有価証券等の差入れを受けた場合等の時価額    

     

 

（3）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 

     金銭債権       242,440 百万円 

     金銭債務     3,981,770 百万円 

 

（4）有形固定資産の減価償却累計額 

 

     有形固定資産の減価償却累計額   6,253 百万円 

  

（単位：百万円）

1,460,662      

2,700,784      

37,550         

消費貸借契約により貸し付けた有価証券

現先取引で売却した有価証券

その他担保として差し入れた有価証券

（単位：百万円）

3,176,779      

2,274,865      

消費貸借契約により借り入れた有価証券

現先取引で買い付けた有価証券
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４．４．４．４．    税効果会計に関する注記税効果会計に関する注記税効果会計に関する注記税効果会計に関する注記    

    

     繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

 

 繰延税金資産の発生の主な原因は未払費用及び関連会社未収金であり、繰延税金負債の発生の主

な原因は未収配当金であります。なお、貸借対照表上、繰延税金資産及び繰延税金負債を相殺表示

しており、その結果、繰延税金負債を 5,108 百万円計上しております。 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

繰延税金資産   

未払費用 4,973 百万円 

賞与引当金 1,069 百万円 

金融商品取引責任準備金 1,887 百万円 

関係会社未収金 5,083 百万円 

ソフトウェア 2,672 百万円 

原状回復費用 526 百万円 

その他 103 百万円 

繰延税金資産小計 16,317 百万円 

評価性引当額 △ 6,989 百万円 

繰延税金資産合計 9,327 百万円 

   

繰延税金負債   

未収配当金 14,248 百万円 

その他 187 百万円 

繰延税金負債合計 14,436 百万円 

繰延税金負債の純額 5,108 百万円 
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５．５．５．５．    関連当事者との取引に関する注記関連当事者との取引に関する注記関連当事者との取引に関する注記関連当事者との取引に関する注記    

 

（注１）金銭の貸借については市場金利を勘案して決定しております。 

（注２）短期借入金の一部については、取引実行から一定期間経過後において、貸手が期日前返済を請求できるオプション及

び借手が期日前に返済できるオプションが付されております。 

（注３）有価証券及びデリバティブ等取引については市場実勢を勘案して交渉の上で決定しております。 

（注４）業務委託及び事務代行については市場実勢を勘案して交渉の上で決定しております。 

 

 

 

親会社 （単位：百万円）

属性

会社等の名

称

議決権の所

有割合

関連当事者との関

係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

預金 現金・預金 23,396

短期貸付金 

(当期首と当期末の単純平均残高)

73,904 短期貸付金 147,809

短期借入金 

(当期首と当期末の単純平均残高)

3,091,963 短期借入金

（注２）

3,723,591

金融収益 522 未収収益 161

金融費用 989 未払費用 0

現先取引貸付金

(当期首と当期末の単純平均残高)

14,151 現先取引貸付金 13,424

有価証券貸借取引受入金

(当期首と当期末の単純平均残高)

37,712 有価証券貸借取引受入金 -

現先取引借入金

(当期首と当期末の単純平均残高)

232,842 現先取引借入金 253,685

金融収益 89 未収収益 4

金融費用 935 未払費用 156

トレーディング損益 △24,763 デリバティブ取引(負債) 44,931

短期差入保証金 52,549

未払金 211

受入手数料 26,794 立替金 83

未収収益 5,009

販売費・一般管理費 16,031 未払費用 1,026

前受収益 18

その他の固定負債 73

金銭の貸借

（注１）

有価証券及びデリ

バティブ等取引

（注３）

業務委託及び事務

代行

（注４）

親会社 ジェー・ピ

ー・モルガ

ン・チェー

ス・バンク

・ナショナ

ル・アソシ

エーション

被所有

間接100％
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（注１）有価証券及びデリバティブ等取引については市場実勢を勘案して交渉の上で決定しております。 

（注２）業務委託及び事務代行については市場実勢を勘案して交渉の上で決定しております。 

 

 

     

兄弟会社等　 （単位：百万円）

属性

会社等の名

称

議決権の所

有割合

関連当事者との関

係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

現先取引貸付金

(当期首と当期末の単純平均残高)

1,756 現先取引貸付金 1,599

現先取引借入金

(当期首と当期末の単純平均残高)

32,081 現先取引借入金 44,872

金融収益 5 未収収益 0

金融費用 88 未払費用 5

トレーディング損益 930

その他の受入手数料 9,415 未収収益 1,189

販売費・一般管理費 308 未払費用 271

現先取引貸付金

(当期首と当期末の単純平均残高)

86,767 現先取引貸付金 70,031

借入有価証券担保金

(当期首と当期末の単純平均残高)

1,748,250 借入有価証券担保金 1,402,721

現先取引借入金

(当期首と当期末の単純平均残高)

1,134,206 現先取引借入金 1,265,573

有価証券貸借取引受入金

(当期首と当期末の単純平均残高)

1,381,174 有価証券貸借取引受入金 880,537

金融収益 4,128 未収収益 2,976

金融費用 31,928 未払費用 15,395

トレーディング損益 △ 133,328 デリバティブ取引(負債) 51,299

短期差入保証金 51,410

約定見返勘定(資産) 4

有価証券等引渡未了勘定 10,460

有価証券等受入未了勘定 3,285

立替金 49,542

未払金 2,850

受入手数料 24,970 未収収益 4,663

販売費・一般管理費 116 未払費用 366

有価証券担保貸付金

(当期首と当期末の単純平均残高)

1,845 有価証券担保貸付金 3,691

有価証券貸借取引受入金

(当期首と当期末の単純平均残高)

70,620 有価証券貸借取引受入金 141,241

金融収益 0 未収収益 0

金融費用 101 未払費用 67

トレーディング損益 - 有価証券等受入未了勘定 80

受入手数料 365 未収収益 57

販売費・一般管理費 31 未払費用 1

親会社の

子会社

ジェー・ピ

ー・モルガ

ン・セキュ

リティーズ

・エルエル

シー

なし

親会社の

子会社

ジェー・ピ

ー・モルガ

ン・エージ

ー

なし 有価証券及びデリ

バティブ等取引

（注１）

業務委託及び事務

代行（注２）

有価証券及びデリ

バティブ等取引

（注１）

業務委託及び事務

代行（注２）

業務委託及び事務

代行（注２）

有価証券及びデリ

バティブ等取引

（注１）

親会社の

子会社

ジェー・ピ

ー・モルガ

ン・セキュ

リティーズ

・ピーエル

シー

なし
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６．６．６．６．    １株当１株当１株当１株当たりたりたりたり情報に関する注記情報に関する注記情報に関する注記情報に関する注記    

 

１株当たり当期純利益                      11,506 円 07 銭 

１株当たり純資産額                       191,888 円 04 銭 

 

（注１）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

当期純利益            14,445 百万円 

普通株主に帰属しない金額          - 

普通株式に係わる当期純利益           14,445 百万円 

普通株式の期中平均株式数        1,255,500 株 

 

（注２）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

純資産の部の合計額           240,915 百万円 

普通株式に係わる期末の純資産額                              240,915 百万円 

期末の普通株式の数                             1,255,500 株 

    

７．７．７．７．    重要な後発事象に関する注記重要な後発事象に関する注記重要な後発事象に関する注記重要な後発事象に関する注記    

 

該当する事項はありません。 

 


